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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日

売上高 (百万円) 76,609 80,831 84,323 161,294 169,392 

経常利益 (百万円) 192 222 213 573 673 

中間(当期)純利益 (百万円) 123 167 77 261 459 

純資産額 (百万円) 13,231 12,612 12,597 12,691 12,722 

総資産額 (百万円) 34,471 34,912 36,293 33,976 35,881 

１株当たり純資産額 (円) 419.57 400.02 396.19 402.43 403.57 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 
(円) 3.90 5.32 2.46 8.31 14.59 

潜在株式調整後１株当た 

り中間(当期)純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 38.4 36.1 34.4 37.4 35.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 502 1,600 1,821 △3,181 △735 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,005 △897 △1,135 2,194 △526 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 711 △989 △656 1,891 1,409 

現金および現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 2,830 3,240 3,701 3,525 3,672 

従業員数 

(ほか平均臨時雇用者数) 
(名) 

378 

(56)

350 

(74)

345 

(73)

352 

(68)

341 

(83)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」および「潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日

売上高 (百万円) 69,362 73,664 72,577 146,208 154,369 

経常利益 (百万円) 180 213 146 504 601 

中間(当期)純利益 (百万円) 109 176 80 251 400 

資本金 (百万円) 2,628 2,628 2,628 2,628 2,628 

発行済株式総数 (株) 31,622,740 31,622,740 31,622,740 31,622,740 31,622,740 

純資産額 (百万円) 13,114 12,504 12,301 12,565 12,544 

総資産額 (百万円) 32,776 33,165 34,252 32,304 34,193 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 5.00 

自己資本比率 (％) 40.0 37.7 35.9 38.9 36.7 

従業員数 (名) 291 270 263 274 260 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 なお、当中間連結会計期間において、ガルフ食品㈱が子会社に該当することとなったため、同社を関係会社(連結

子会社)といたしました。同社は「その他の事業」セグメントに含めております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 「従業員数」欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社） 

ガルフ食品㈱ 
（注）１．２ 

東京都 中央区 15 その他の事業 40 

当社と商品の売買
をしております。 
役員の兼任１名 
当社従業員の役員
２名 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

水産物卸売業 288 (19) 

不動産賃貸業 ― (―) 

その他の事業 57 (54) 

合計 345 (73) 

  平成19年９月30日現在

従業員数(名) 263 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間における水産物卸売業界の状況として、東京都中央卸売市場における水産物の取扱状況をみま

すと、前年同期に比べ(以下同じ)数量が減少するとともに単価も低下し、その結果、取扱金額も減少するという厳し

い状況でありました。 

 このような状況下で、売上高は84,323百万円(4.3%増 前年同期比、以下同じ)となりました。収益面では、売上総

利益率が低下したことにより売上総利益は4,539百万円(1.5%減)と減益になりましたが、販売費および一般管理費が

4,304百万円(1.7%減)と減少し、営業利益は235百万円(2.3%増)となりました。この結果、経常利益は213百万円(4.1%

減)、中間純利益は77百万円(53.7%減)となりました。 

 事業の種類別セグメントの実績は次のとおりであります。 

① 水産物卸売業 

  異常気象等の影響で売上高は76,641百万円(1.9%減)と減収になり、冷凍魚を中心とした売上総利益率の低下に

より売上総利益が減益となり、営業利益は127百万円(19.9%減)と減益になりました。 

   ② 不動産賃貸業 

  賃貸オフィスビルを主体に、売上高は150百万円(6.8%増)と増収になりましたが、減価償却費の増加等により営

業利益は66百万円(13.3%減)と減益になりました。 

   ③ その他の事業 

  水産物の冷蔵、加工および販売を主体に、新規連結のガルフ食品㈱が加わったこともあり、売上高は7,531百万

円と大幅な増収になり、営業利益は41百万円と増益になりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少と仕入債務の増加等により1,821百万円の増加(前中間連結

会計期間は1,600百万円の増加)、投資活動によるキャッシュ・フローは、水産加工場の建設や貸付金の増加等により

1,135百万円の減少(前中間連結会計期間は897百万円の減少)、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の

減少等により656百万円の減少(前中間連結会計期間は989百万円の減少)となっております。 

この結果、現金および現金同等物の中間連結会計期間末残高は3,701百万円(前中間連結会計期間末は3,240百万円)と

なり、キャッシュ・フローは28百万円の増加(前中間連結会計期間は285百万円の減少)となりました。 

  

２【仕入実績】 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 本表における仕入高は、水産物卸売業の受託品については販売高から販売手数料を控除した金額を、水産物

卸売業の買付品およびその他の事業については仕入金額を計上しております。 

３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

種類別 数量(トン) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

水産物卸売業 

受託品 29,788 92.7 22,472 91.5 

買付品 64,083 99.8 49,676 100.8 

小計 93,871 97.4 72,149 97.7 

不動産賃貸業 ― ― ― ― 

その他の事業 ― ― 7,013 331.0 

合計 ― ― 79,163 104.2 



３【販売実績】 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

４【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）の事業上および財務上の対処すべき課

題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

種類別 数量(トン) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

水産物卸売業 

受託品 29,788 92.7 23,772 91.5 

買付品 65,331 96.9 52,869 101.3 

小計 95,119 95.5 76,641 98.1 

不動産賃貸業 ― ― 150 106.8 

その他の事業 ― ― 7,531 297.7 

合計 ― ― 84,323 104.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次

の通りであります。 

  提出会社において、前連結会計年度末に建設中でありました賃貸用水産物加工場（東京都中央区所在）は、平成19

年５月に完了し、平成19年６月から稼動しております。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月17日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 31,622,740 31,622,740 
東京証券取引所 

市場第二部 
― 

計 31,622,740 31,622,740 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 
― 31,622,740 ― 2,628 ― 1,627 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．野村信託銀行㈱の所有株式は、信託業務に係る株式であります。 

    ２．㈱マルハグループ本社は、平成19年10月１日に㈱ニチロとの経営統合に伴い㈱マルハニチロホールディング

スと商号変更を行っております。 

    ３．次の法人から、平成17年７月５日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成17年６月30日

現在、次のとおりの株式を所有している旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名

義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

㈱マルハグループ本社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 10,291 32.55 

ゴールドマン・サックス・インタ

ーナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・ 

サックス証券㈱） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K. 

(東京都港区六本木６丁目10番１号) 
2,703 8.55 

大洋エーアンドエフ㈱ 東京都中央区豊海町４番５号 1,250 3.95 

神港魚類㈱ 兵庫県神戸市兵庫区中之島１丁目１番１号 1,000 3.16 

㈱マルハ物流ネット 東京都中央区豊海町14番17号 900 2.85 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 888 2.81 

九州魚市㈱ 福岡県北九州市小倉北区西港町94番地９ 800 2.53 

野村信託銀行㈱ 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 422 1.33 

日本サイロ㈱ 千葉県千葉市美浜区新港３番地２ 400 1.26 

熊本魚㈱ 熊本県熊本市田崎町484番地 400 1.26 

広洋水産㈱ 北海道白糠郡白糠町庶路甲区６番584 400 1.26 

計 ― 19,454 61.52 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

HALBERDIER CAPITAL 

MANAGEMENT PTE.LTD. 

100 BEACH ROAD #16-02,SHAW TOWER,SINGAPORE  

189702 
2,235 7.07 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１  「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄には、自己保有株式635株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式      102,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   31,375,000 31,375 ― 

単元未満株式 普通株式      145,740 ― ― 

発行済株式総数 31,622,740 ― ― 

総株主の議決権 ― 31,375 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 

大都魚類株式会社 
東京都中央区築地5-2-1 102,000 ― 102,000 0.32 

計 ― 102,000 ― 102,000 0.32 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 254 255 255 252 256 230 

最低(円) 238 240 245 242 228 208 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表および前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

ては新日本監査法人の中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) の中間連結財務諸表および当中間会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)の中間財務諸表についてはあずさ監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間および前中間会計期間  新日本監査法人 

  当中間連結会計期間および当中間会計期間  あずさ監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金および預金     3,240 3,701   3,672 

受取手形および売掛金 ※２   15,194 14,723   14,812 

たな卸資産     8,998 9,629   10,147 

前渡金     338 ―   ― 

繰延税金資産     410 314   289 

その他     1,933 2,659   1,889 

貸倒引当金     △1,873 △1,587   △1,539 

流動資産合計     28,243 80.9 29,441 81.1   29,272 81.6

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物および構築物   1,564   2,150 1,517   

土地   2,727   2,727 2,727   

その他   302 4,594 189 5,067 501 4,746 

無形固定資産     110 98   103 

投資その他の資産           

投資有価証券   1,598   1,170 1,390   

繰延税金資産   114   234 138   

その他   922   586 569   

貸倒引当金   △670 1,965 △305 1,686 △339 1,759 

固定資産合計     6,669 19.1 6,852 18.9   6,609 18.4

資産合計     34,912 100.0 36,293 100.0   35,881 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形および買掛
金 

    7,240 6,876   6,078 

短期借入金     11,720 13,640   14,120 

未払法人税等     164 117   12 

賞与引当金     151 150   17 

その他     937 816   792 

流動負債合計     20,212 57.9 21,600 59.5   21,020 58.6

Ⅱ 固定負債           

繰延税金負債     17 11   17 

退職給付引当金     1,112 1,081   1,091 

役員退職慰労引当金     129 158   145 

その他     827 843   883 

固定負債合計     2,087 6.0 2,095 5.8   2,138 5.9

負債合計     22,300 63.9 23,695 65.3   23,159 64.5

          

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

資本金     2,628 7.5 2,628 7.2   2,628 7.3

資本剰余金     1,628 4.7 1,628 4.5   1,628 4.6

利益剰余金     7,683 22.0 7,916 21.8   7,975 22.2

自己株式     △16 △0.1 △19 △0.0   △18 △0.0

株主資本合計     11,923 34.1 12,154 33.5   12,214 34.1

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券 
評価差額金 

    689 2.0 333 0.9   507 1.4

評価・換算差額等
合計 

    689 2.0 333 0.9   507 1.4

Ⅲ 少数株主持分      ― ― 109 0.3   ―  ―

純資産合計     12,612 36.1 12,597 34.7   12,722 35.5

負債純資産合計     34,912 100.0 36,293 100.0   35,881 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     80,831 100.0 84,323 100.0   169,392 100.0 

Ⅱ 売上原価     76,222 94.3 79,784 94.6   160,166 94.6

売上総利益     4,609 5.7 4,539 5.4   9,226 5.4

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

※１   4,379 5.4 4,304 5.1   8,525 5.0

営業利益     230 0.3 235 0.3   700 0.4

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   17   15 48   

受取配当金   11   13 14   

負ののれん償却額   ―   8 ―   

還付加算金   ―   8 ―   

その他   14 42 0.1 10 55 0.1 30 92 0.1

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   49   76 119   

その他   0 49 0.1 0 77 0.1 0 119 0.1

経常利益     222 0.3 213 0.3   673 0.4

Ⅵ 特別利益           

貸倒引当金戻入額   113   2 197   

投資有価証券売却益   0 114 0.1 ― 2 0.0 14 212 0.1

Ⅶ 特別損失           

社屋移転費用   ―   2 ―   

退職金割増分等   11   ― 128   

その他 ※３ 2 14 0.0 ― 2 0.0 47 176 0.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    322 0.4 214 0.3   710 0.4

法人税、住民税 
および事業税 

※２   155 108   250 

少数株主利益     ― ― 28 0.1   ― ―

中間(当期)純利益     167 0.2 77 0.1   459 0.3



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 （注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 
評価・換算 
差額等 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,628 1,628 7,673 △15 11,915 776 12,691 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △157 △157   △157 

中間純利益   167 167   167 

自己株式の取得   △1 △1   △1 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

  △87 △87 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 9 △1 8 △87 △78 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,628 1,628 7,683 △16 11,923 689 12,612 

  

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主持分 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証 
券評価差額金 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

2,628 1,628 7,975 △18 12,214 507 ― 12,722

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当    △157 △157    △157

中間純利益    77 77    77

自己株式の取得    △1 △1    △1

連結子会社の増加に伴う 
増加高 

   20 20    20

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額 
(純額) 

   △174 109 △64

中間連結会計期間中の変動額
合計(百万円) 

― ― △59 △1 △60 △174 109 △124

平成19年９月30日残高 
(百万円) 

2,628 1,628 7,916 △19 12,154 333 109 12,597

  

株主資本 
評価・換算 
差額等 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,628 1,628 7,673 △15 11,915 776 12,691

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △157 △157   △157

当期純利益   459 459   459

自己株式の取得   △2 △2   △2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

  △268 △268

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― 302 △2 299 △268 30

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,628 1,628 7,975 △18 12,214 507 12,722



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間(当期)純利益   322 214 710 

減価償却費   65 82 131 

貸倒引当金の増減額(△は減少)   △113 △2 △778 

受取利息および受取配当金   △28 △28 △62 

支払利息   49 76 119 

売上債権の増減額(△は増加)   △1,137 155 △754 

たな卸資産の増減額(△は増加)   190 540 △959 

仕入債務の増減額(△は減少)   1,928 708 767 

その他   916 152 733 

小計   2,192 1,899 △93 

利息および配当金の受取額   28 28 62 

利息の支払額   △49 △76 △119 

法人税等の支払額   △571 △30 △585 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  1,600 1,821 △735 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

有価証券の取得による支出   △2 ― △24 

有価証券の売却による収入   4 ― 27 

投資有価証券の取得による支出   △1 △1 △10 

投資有価証券の売却による収入   30 ― 45 

固定資産の取得による支出   △188 △394 △407 

短期貸付金の増減額(△は増加)   △742 △868 △178 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による収入 

  ― 127 ― 

その他   2 1 21 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △897 △1,135 △526 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の増減額(△は減少)   △830 △490 1,570 

配当金の支払額   △157 △157 △157 

その他   △1 △9 △2 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △989 △656 1,409 

Ⅳ 現金および現金同等物の増減額
(△は減少) 

  △285 28 146 

Ⅴ 現金および現金同等物の期首残
高 

  3,525 3,672 3,525 

Ⅵ 現金および現金同等物の中間期
末(期末)残高 

※１ 3,240 3,701 3,672 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ３社 

主要な連結子会社の名称 

船橋水産㈱ 丸都冷蔵㈱ 

㈱築地フレッシュ丸都 

丸都食品㈱は平成18年４月１日

付にて㈱築地フレッシュ丸都と

社名を変更しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ４社 

主要な連結子会社の名称 

船橋水産㈱ 丸都冷蔵㈱ 

㈱築地フレッシュ丸都 

ガルフ食品㈱ 

ガルフ食品㈱については、子会社

に該当することとなったため、連

結の範囲に含めております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  ３社 

主要な連結子会社の名称 

船橋水産㈱ 丸都冷蔵㈱ 

㈱築地フレッシュ丸都 

(2) 主要な非連結子会社名 

㈱築嶋 

大都小揚㈱ 

(2) 主要な非連結子会社名 

大都サービス㈱ 

大都サービス㈱は平成19年4月

1日に大都小揚㈱から社名変更

をしております。 

(2）主要な非連結子会社名 

大都小揚㈱ 

なお、前連結会計年度に非連

結子会社でありました㈱築嶋

は、清算結了いたしました。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社２社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益および利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためでありま

す。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社である大都サービス

㈱は、小規模会社であり、総資

産、売上高、中間純損益（持分に

見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社である大都小揚㈱

は、小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない㈱築嶋お

よび大都小揚㈱の非連結子会社

は、それぞれ中間連結純損益およ

び連結利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用している子会社および

関連会社はありません。これらは、

それぞれ中間連結純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子

会社大都小揚㈱および関連会社㈱

ファクトは、それぞれ連結純損益

及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する

事項 

連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

―― 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

① 有価証券 

―― 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

② デリバティブ取引 

時価法 

  

―― 

② デリバティブ取引 

同左 

③ たな卸資産 

ａ 商品 

主として個別法に基づく低

価法 

② たな卸資産 

ａ 商品 

同左 

③ たな卸資産 

ａ 商品 

同左 

ｂ 製品 

主として移動平均法に基づ

く低価法 

ｂ 製品 

同左 

ｂ 製品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法 

主な耐用年数 

建物および構築物 ３～50年 

 ―― 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年4月1日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。当該変

更に伴う損益に与える影響およびセ

グメント情報に与える影響は軽微で

あります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 ―― 

―― 

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％にに到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。当該変更

に伴う損益に与える影響およびセグ

メント情報に与える影響は軽微であ

ります。 

―― 

② 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(5年)に基づく

定額法 

② 無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産 

同左 

  

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率法、貸倒懸念債権およ

び破産更生債権等については財

務内容評価法に基づいて計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間連

結会計期間に対応する額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会

計年度に対応する額を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(12年)に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(12

年)による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処

理しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(11年)に

よる定額法により按分した額を

費用処理しております。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11

年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度より費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(12年)に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(12

年)による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処

理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るために、内規に基づく中間期

末要支給額の100％を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るために、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しており

ます。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている金銭債

務については、振当処理を行っ

ております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている金銭債

務については、振当処理を行っ

ております。 

金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている金銭

債務については、振当処理を

行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

ヘッジ対象 

買掛金および未払費用 

ヘッジ対象 

買掛金および未払費用 

借入金 

ヘッジ対象 

買掛金および未払費用 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引については、一部

魚種の代金および輸入経費に振

当てるための買建に限定する方

針であります。 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引については、一部

魚種の代金および輸入経費に振

当てるための買建に限定する方

針であり、また、金利スワップ

取引については、借入金の金利

変動リスクに備える目的に限定

する方針であります。 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引については、一部

魚種の代金および輸入経費に振

当てるための買建に限定する方

針であります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっているため省略

しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理および特例処理によっ

ているため省略しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっているため省略

しております。 

⑤ リスク管理方法のうちヘッジ

会計に係るもの 

デリバティブ取引は経理部で管

理し、為替予約取引の新規取引

については営業部で随時審査す

る体制でリスク管理を行ってお

ります。 

―― 

⑤ リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの 

デリバティブ取引は経理部で

管理し、為替予約取引の新規

取引については営業部で随時

審査する体制でリスク管理を

行っております。 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性が高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動に僅少なリス

クしか負わない短期的な投資を資金

の範囲に含めております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しており

ます。 

 従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は12,612百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

―― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

 従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は12,722百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

―― 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「前渡

金」（当中間連結会計期間末の残高は381百万円）は、流

動資産の「その他」に含めて表示することにしました。 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

2,896百万円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

2,972百万円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

2,900百万円 

※２中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

当中間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が中

間連結会計期間期末残高に含まれ

ております。 

受取手形  7百万円 

※２中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日でありました

が、中間連結会計期間末日満期手

形はありません。 

※２連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融

機関の休日でありましたが、連結

会計年度末日満期手形はありませ

ん。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費および一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費および一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費および一般管理費のうち

主要な費目および金額は次のと

おりであります。 

販売諸掛 515百万円

保管料および 

運搬費 
972  

市場使用料 249  

完納・出荷 

奨励金 
228  

給料および 

賞与 
1,278  

賞与引当金 

繰入額 
145  

退職給付費用 84  

役員退職慰労 

引当金繰入額 
25  

減価償却費 26  

販売諸掛 399百万円

保管料および 

運搬費 
1,017  

市場使用料 247  

完納・出荷 

奨励金 
221  

給料および 

賞与 
1,195  

賞与引当金 

繰入額 
143  

退職給付費用 107  

役員退職慰労 

引当金繰入額 
15  

減価償却費 28  

販売諸掛 1,079百万円

保管料および 

運搬費 
1,909  

市場使用料 514  

完納・出荷 

奨励金 
468  

給料および 

賞与 
2,669  

賞与引当金 

繰入額 
13  

退職給付費用 136  

役員退職慰労 

引当金繰入額 
42  

減価償却費 53  

※２ 税効果会計の適用に当たり「簡

便法」を採用しておりますの

で、法人税等調整額を含めた金

額で、一括掲記しております。 

※２ 同左 ※２ 法人税等調整額を含めた金額で

一括掲記しております。 

―― ―― 

※３ 特別損失の「その他」には減損

損失５百万円を含んでおりま

す。 

(経緯) 

社宅として使用していた建物を取壊

し、駐車場として賃貸することとし

たため、使用目的の変更により減損

損失を認識いたしました。 

(グルーピングの方法) 

原則として事業の種類別に区分し、

賃貸用不動産については、個々の物

件を単位としております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

建物他は除却するため、回収可能価

額はありません。 

用 途 社宅 

種 類  建物他 

場 所  東京都 足立区 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 5,412株 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  4,210株 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

配当金支払額 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式 (株) 31,622,740 ― ― 31,622,740 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式 (株) 86,566 5,412 ― 91,978 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 157 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式 (株) 31,622,740 ― ― 31,622,740 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式 (株) 98,425 4,210 ― 102,635 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 157 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加11,859株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 31,622,740 ― ― 31,622,740 

合計 31,622,740 ― ― 31,622,740 

自己株式         

普通株式 86,566 11,859 ― 98,425 

合計 86,566 11,859 ― 98,425 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 157 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 157  利益剰余金 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在) 

※１現金および現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在) 

※１現金および現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金および 

預金勘定 
3,240百万円

現金および 

現金同等物 
3,240 〃 

現金および 

預金勘定 
3,701百万円

現金および 

現金同等物 
3,701 〃 

現金および 

預金勘定 
3,672百万円

現金および 

現金同等物 
3,672 〃 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および期末残高相当額

    
取得価額 

相当額 
  

減価償却 

累計額 

相当額 

  

中間期末 

残高 

相当額 

有形 

固定資産 
         

(機械装 

置および 

運搬具) 

  20百万円  18百万円  2百万円

(工具器具

備品) 
  242 〃   131 〃   110 〃 

無形 

固定資産 
            

(ソフト 

ウェア) 
  22 〃   11 〃   10 〃 

合計   285 〃   161 〃   123 〃 

    
取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

中間期末 

残高 

相当額 

有形 

固定資産 
         

(機械装 

置および 

運搬具) 

  3百万円  1百万円  2百万円

(工具器具

備品) 
  249 〃   168 〃   80 〃 

無形 

固定資産 
            

(ソフト 

ウェア) 
  22 〃   16 〃   6 〃 

合計   275 〃   186 〃   89 〃 

   
取得価額 

相当額 
  

減価償却 

累計額 

相当額 

  
期末残高 

相当額 

有形 

固定資産 
         

(機械装 

置および 

運搬具) 

  18百万円  15百万円  3百万円

(工具器具

備品) 
  247 〃   146 〃   101 〃 

無形 

固定資産 
            

(ソフト 

ウェア) 
  22 〃   14 〃   8 〃 

合計   289 〃   176 〃   112 〃 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産等の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

等の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当額

２ 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 56百万円 

１年超 67 〃 

計 123 〃 

１年以内 55百万円

１年超 33 〃 

計 89 〃 

１年以内 56百万円

１年超 55 〃 

計 112 〃 

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産等の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産等の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

支払リース料 32百万円 

減価償却費相当額 32 〃 

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28 〃 

支払リース料 65百万円

減価償却費相当額 65 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

２ 時価のある有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 699 1,862 1,162 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 699 1,862 1,162 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券   

非上場株式 186 

合計 186 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの  

  
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 20 20 △0 

(2）社債 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 20 20 △0 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 701 1,264 563 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 701 1,264 563 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1)その他有価証券   

非上場株式 171 

(2)関係会社株式   

非上場株式 17 

合計 188 



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度のいずれにおいても、デリ

バティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項は、ありません。 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 700 1,557 856 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 700 1,557 856 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 173 

合計 173 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 （注) １ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２ 当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している業種別の区分によるセグメンテーションを行っておりま

す。 

３ 各区分に属する主要な事業の内容 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 （注) １ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２ 当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している業種別の区分によるセグメンテーションを行っておりま

す。 

３ 各区分に属する主要な事業の内容 

科目 
水産物卸売業 
(百万円) 

不動産賃貸業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
78,160 140 2,530 80,831 ― 80,831 

(2) セグメント間の内部 

売上高または振替高 
428 5 349 783 (783) ― 

計 78,588 145 2,880 81,614 (783) 80,831 

営業費用 78,429 69 2,886 81,384 (783) 80,601 

営業利益または営業損失(△) 159 76 △5 230 (―) 230 

セグメント名 主要事業内容 

水産物卸売業 水産物およびその製品の売買ならびに販売の受託 

不動産賃貸業 不動産(オフィスビル・マンション等)の賃貸 

その他の事業 水産物の冷蔵および加工・販売 

科目 
水産物卸売業 
(百万円) 

不動産賃貸業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
76,641 150 7,531 84,323 ― 84,323 

(2) セグメント間の内部 

売上高または振替高 
445 11 562 1,018 (1,018) ― 

計 77,086 161 8,094 85,342 (1,018) 84,323 

営業費用 76,958 95 8,052 85,107 (1,018) 84,088 

営業利益 127 66 41 235 (―) 235 

セグメント名 主要事業内容 

水産物卸売業 水産物およびその製品の売買ならびに販売の受託 

不動産賃貸業 不動産(オフィスビル・マンション等)の賃貸 

その他の事業 水産物の冷蔵および加工・販売 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 （注）１ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２ 当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している業種別の区分によるセグメンテーションを行っておりま

す。 

３ 各区分に属する主要な事業の内容 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度については、在外連結子会社及び重要な在外

支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％

未満のため、記載を省略しております。 

科目 
水産物卸売業 
(百万円) 

不動産賃貸業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去または全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
163,668 282 5,442 169,392 ― 169,392 

(2) セグメント間の内部 

売上高または振替高 
914 10 765 1,689 (1,689) ― 

計 164,582 292 6,207 171,082 (1,689) 169,392 

営業費用 164,047 142 6,191 170,381 (1,689) 168,691 

営業利益 534 149 16 700 (―) 700 

セグメント名 主要事業内容 

水産物卸売業 水産物およびその製品の売買ならびに販売の受託 

不動産賃貸業 不動産（オフィスビル・マンション等）の賃貸 

その他の事業 水産物の冷蔵および加工・販売 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 400円02銭

１株当たり中間純利益金額 5円32銭

１株当たり純資産額 396円19銭

１株当たり中間純利益金額 2円46銭

１株当たり純資産額 403円57銭

１株当たり当期純利益金額 14円59銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 12,612 

普通株式に係る純資産額（百万円） 12,612 

差額（百万円） ― 

普通株式の発行済株式数（株） 31,622,740 

普通株式の自己株式数（株） 91,978 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 31,530,762 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 167 77 459 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
167 77 459 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 31,533,705 31,522,475 31,530,202 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金および預金   2,875   3,108 3,420   

受取手形   201   276 231   

売掛金   13,366   12,889 13,179   

たな卸資産   8,438   8,930 9,393   

荷主前渡金   338   308 265   

短期貸付金   2,068   2,532 1,484   

未収消費税等 ※２ ―   41 ―   

繰延税金資産   404   306 283   

その他   1,016   998 1,267   

貸倒引当金   △1,765   △1,501 △1,458   

流動資産合計     26,944 81.2 27,889 81.4   28,066 82.1

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物   1,421   2,013 1,380   

土地   2,616   2,616 2,616   

その他   249   122 440   

有形固定資産合計   4,286   4,751 4,437   

無形固定資産   94   83 88   

投資その他の資産           

投資有価証券   1,645   1,222 1,422   

繰延税金資産   ―   97 6   

その他   737   481 487   

貸倒引当金   △543   △274 △315   

投資その他の資産合
計 

  1,839   1,527 1,601   

固定資産合計     6,220 18.8 6,362 18.6   6,127 17.9

資産合計     33,165 100.0 34,252 100.0   34,193 100.0 

 



    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

受託販売未払金   790   737 770   

買掛金   5,848   5,484 4,785   

短期借入金   11,150   13,200 13,600   

未払法人税等   153   75 －   

未払消費税等 ※２ 252   ― 121   

賞与引当金   131   128 ―   

その他   578   553 591   

流動負債合計     18,903 57.0 20,178 58.9   19,868 58.1

Ⅱ 固定負債           

繰延税金負債   15   ― ―   

退職給付引当金   938   892 909   

役員退職慰労引当金   84   103 95   

その他   717   776 774   

固定負債合計     1,756 5.3 1,772 5.2   1,779 5.2

負債合計     20,660 62.3 21,951 64.1   21,648 63.3

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

資本金     2,628 7.9 2,628 7.7   2,628 7.7

資本剰余金           

資本準備金   1,627   1,627 1,627   

資本剰余金合計     1,627 4.9 1,627 4.8   1,627 4.8

利益剰余金           

利益準備金   494   494 494   

その他利益剰余金           

固定資産圧縮積立
金 

  167   162 163   

別途積立金   6,366   6,616 6,366   

繰越利益剰余金   572   473 798   

利益剰余金合計     7,600 22.9 7,746 22.6   7,823 22.9

自己株式     △16 △0.0 △19 △0.1   △18 △0.1

株主資本合計     11,840 35.7 11,984 35.0   12,061 35.3

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評価差
額金 

    664 2.0 317 0.9   483 1.4

評価・換算差額等
合計 

    664 2.0 317 0.9   483 1.4

純資産合計     12,504 37.7 12,301 35.9   12,544 36.7

負債純資産合計     33,165 100.0 34,252 100.0   34,193 100.0 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     73,664 100.0 72,577 100.0   154,369 100.0 

Ⅱ 売上原価     69,630 94.5 68,726 94.7   146,388 94.8

売上総利益     4,033 5.5 3,850 5.3   7,980 5.2

Ⅲ 販売費および 
  一般管理費 

    3,813 5.2 3,678 5.1   7,355 4.8

営業利益     219 0.3 172 0.2   624 0.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   39 0.1 46 0.1   88 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   45 0.1 73 0.1   111 0.1

経常利益     213 0.3 146 0.2   601 0.4

Ⅵ 特別利益 ※３   122 0.1 ― ―   215 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   14 0.0 ― ―   187 0.1

税引前中間(当期)
純利益 

    321 0.4 146 0.2   629 0.4

法人税、住民税お
よび事業税 

※６ 144   65 6   

法人税等調整額   ― 144 0.2 ― 65 0.1 223 229 0.1

中間(当期)純利益     176 0.2 80 0.1   400 0.3

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産 
合  計 

資本金 

資  本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本
合    計 

その他有
価証券評
価差額金 資  本 

準備金 
利  益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合      計固定資産 

圧縮積立金
別  途 
 積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 170 6,266 649 7,581 △15 11,822 742 12,565

中間会計期間中の変
動額 

          

剰余金の配当       △157 △157 △157   △157

中間純利益       176 176 176   176

自己株式の取得       △1 △1   △1

固定資産圧縮積立
金の取崩 

      △3 3 － －   －

別途積立金の積立       100 △100 － －   －

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額(純額) 

        △78 △78

中間会計期間中の変
動額合計（百万円） 

－ － － △3 100 △77 18 △1 17 △78 △60

平成18年９月30日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 167 6,366 572 7,600 △16 11,840 664 12,504

  

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産 
合  計 

資本金 

資  本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本
合    計 

その他有
価証券評
価差額金 資  本 

準備金 
利  益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合      計固定資産 

圧縮積立金
別  途 
 積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 163 6,366 798 7,823 △18 12,061 483 12,544

中間会計期間中の変
動額 

          

剰余金の配当       △157 △157 △157   △157

中間純利益       80 80 80   80

自己株式の取得       △1 △1   △1

固定資産圧縮積立
金の取崩 

      △1 1 － －   －

別途積立金の積立       250 △250 － －   －

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額(純額) 

        △165 △165

中間会計期間中の変
動額合計（百万円） 

－ － － △1 250 △325 △76 △1 △77 △165 △243

平成19年９月30日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 162 6,616 473 7,746 △19 11,984 317 12,301



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 （注）平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産 
合  計 

資本金 

資  本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本
合    計 

その他有
価証券評
価差額金 資  本 

準備金 
利  益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合      計固定資産 

圧縮積立金
別  途 
 積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 170 6,266 649 7,581 △15 11,822 742 12,565

事業年度中の変動額           

剰余金の配当(注）       △157 △157 △157   △157

当期純利益       400 400 400   400

自己株式の取得       △2 △2   △2

固定資産圧縮積立
金の取崩（注） 

      △3 3 － －   －

固定資産圧縮積立
金の取崩 

      △3 3 － －   －

別途積立金の積立
（注） 

      100 △100 － －   －

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額(純額) 

        △259 △259

事業年度中の変動額
合計（百万円） 

－ － － △7 100 149 242 △2 239 △259 △20

平成19年３月31日 
残高（百万円） 

2,628 1,627 494 163 6,366 798 7,823 △18 12,061 483 12,544



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式および関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式および関連会社株

式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ取引 

時価法 

(2) デリバティブ取引 

同左 

(2) デリバティブ取引 

同左 

(3) たな卸資産 

商品 個別法に基づく低価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法 

主な耐用年数 

建物 ３～50年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。 

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。当該変更に伴う損益

に与える影響は軽微であります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率法、貸倒懸念債権およ

び破産更生債権等については財

務内容評価法に基づいて計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間に対応する額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

―― 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(12年)に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(12

年)による按分額を翌期より費

用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(11年)に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11

年)による按分額を翌期より費

用処理しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(12年)に

よる按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(12

年)による按分額を翌期より費

用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るために、内規に基づく中間期

末要支給額の100％を計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るために、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しており

ます。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている金銭

債務については、振当処理を

行っております。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

買掛金および未払費用 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

為替予約取引については、一部

魚種の代金および輸入経費に振

当てるための買建に限定する方

針であります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

振当処理によっているため省略

しております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(5) リスク管理方法のうちヘッジ会

計に係るもの 

デリバティブ取引は経理部で管

理し、為替予約取引の新規取引

については営業部で随時審査す

る体制でリスク管理を行ってお

ります。 

―― 

(5) リスク管理方法のうちヘッジ会

計に係るもの 

デリバティブ取引は経理部で

管理し、為替予約取引の新規

取引については営業部で随時

審査する体制でリスク管理を

行っております。 

６ その他中間財務諸表作成の基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

６ その他中間財務諸表作成の基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成の基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しており

ます。 

 従来の「資本の部」の合計金額に相

当する金額は12,504百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

―― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の「資本の部」の合計金額に相

当する金額は12,544百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,013百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,077百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,018百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等とし

て表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、未収消費税等とし

て表示しております。 

  

――― 

 ３ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決

済処理しております。 

当中間会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、中間期末日満期

手形はありません。 

 ３ 中間期末日満期手形 

同左 

 ３ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理をしております。 

当期末日が金融機関の休日であり

ましたが、期末日満期手形はあり

ません。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 17百万円 

受取配当金 12  

受取利息  19百万円

受取配当金  14  

受取利息  50百万円

受取配当金  15  

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 45百万円 支払利息  73百万円 支払利息  111百万円

※３ 特別利益の主要項目   ※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入額 122百万円 ――  貸倒引当金戻入額  200百万円

※４ 特別損失の主要項目   ※４ 特別損失の主要項目 

退職金割増分 11百万円 ―― 退職金割増分等  128百万円

―― ―― 

※４ 減損損失 

特別損失には減損損失５百万円を

含んでおります。 

(経緯) 

社宅として使用していた建物を取壊

し、駐車場として賃貸することとし

たため、使用目的の変更により減損

損失を認識いたしました。 

(グルーピングの方法) 

原則として事業の種類別に区分し、

賃貸用不動産については、個々の物

件を単位としております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

建物他は除却するため、回収可能価

額はありません。 

用 途 社宅 

種 類  建物他 

場 所  東京都 足立区 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 45百万円 

無形固定資産 5  

有形固定資産  58百万円

無形固定資産  4  

有形固定資産  89百万円

無形固定資産  10  

※６ 税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用しております

ので、法人税等調整額を含めた

金額で、一括掲記しておりま

す。 

※６ 同左 

――― 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 5,412株 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 4,210株 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 11,859株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 86,566 5,412 ― 91,978 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 98,425 4,210 ― 102,635 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 86,566 11,859 ― 98,425 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額および期末残高

相当額 

    
取得価額 

相当額 
  
減価償却累

計額相当額 
  

中間期末 

残高相当額 

有形 

固定資産

(工具器具

備品) 

  212百万円  111百万円  100百万円

無形 

固定資産

(ソフト 

ウェア) 

  11 〃   3 〃   7 〃 

合計   223 〃   114 〃   108 〃 

    
取得価額 

相当額 
 
減価償却累

計額相当額
 

中間期末 

残高相当額

有形 

固定資産

(工具器具

備品) 

  229百万円  153百万円  75百万円

無形 

固定資産

(ソフト 

ウェア) 

  11 〃   6 〃   5 〃 

合計   240 〃   159 〃   80 〃 

   
取得価額 

相当額 
  
減価償却累

計額相当額 
  

期末残高 

相当額 

有形 

固定資産

(工具器具

備品) 

  227百万円  133百万円  94百万円

無形 

固定資産

(ソフト 

ウェア) 

  11 〃   4 〃   6 〃 

合計   239〃   138〃   100〃 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産等の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産等

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 47百万円

１年超 60 〃 

計 108 〃 

１年以内 50百万円

１年超 29 〃 

計 80 〃 

１年以内 51百万円

１年超 49 〃 

計 100 〃 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産等の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産等の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

支払リース料 26百万円 

減価償却費相当額 26 〃 

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 26 〃 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当額 52 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末 (平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

当中間会計期間末 (平成19年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

前事業年度末 (平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第61期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出 

 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記 第61期事業年度有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年11月１日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月15日

大都魚類株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小野 隆良  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋爪 輝義  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大都魚

類株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大都魚類株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月17日

大都魚類株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野  裕   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若尾 慎一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長﨑 康行  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大都魚類株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大都魚類株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月15日

大都魚類株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小野 隆良  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋爪 輝義  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大都魚

類株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大都魚類株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月17日

大都魚類株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野  裕   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若尾 慎一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長﨑 康行  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大都魚類株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大都魚類株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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